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学 位 授 与 報 告

银行創立にいたる状況（别ff) に無関心であろうはずも 

ない。また大陸に渡ったローが，オランダのアムステ 

ルダムニ欧州最大の商業都市の一*つでちったアムステ 

ノレダムに移り， そこでアムステルダム銀行の活動状況 

を見聞したこと（車庚) は，ジョン ‘ ロ、の思想（意識） 

に，波の貸幣•信用を中心とする思想に極めて大きく 

，強い影響を与えている。さらには，欧州大陵の諸都の 

巡遊の途において，イタリアの] -̂業都市の見聞なども， 

ローの資幣‘ 信用 ，商業に関する意識の内容を一層に 

豊かにしている一 - それらの経過を，吉旧教授は明瞭 

すこ解明している。 '
ジg ン . . ロ一は1700年に敌鄉のス. j ットランドに帰- 

った時は，経済的不況の状態でちったが，をれをいか 

;に打開するか—— 経済復興に導くことができるかに重 

大な関心を持ち，そCD描導理論を内容とするものが，̂ 
貨幣と商業に関する考察1705年J である（吉旧教授は. 

すでに昭和41年11月に，この書の訳書を公刊している）。

なお .ジ 3 ン ， — の未公刊になっている銀行設立 

の計画書，書簡，公開状，覚書, 弁明書などは，ポー’ 
ル •アルサソ (Paul Harsin)教授によって編策された 

(■ジョン ‘ ロ -^全集」 3 卷 ひ 934年刊行）に収愈されて 

いるが（それは38,編である)，ま旧教授は，それらの諸篇 

に書かれた内容を詳細に検討するとともに，それらの 

.諸篇が書かれた現実の事请との関連を明らかに説明'し 

ていることも重大な衆績であろう。

'そのうちでも，殊にII耍なものは,,ローに終生の知 

遇を与えたフラ、/スの摂政オルレアン公に対する数篇 

'の書翰 • 覚書に関するものでもると思う。さらに最終 

篇の•■极政時代の財政史J はルイ15世の時代のフラン 

スの財政事情を解明する一つの重要な資料でるが，

吉旧教授はそれらの資料の内容とその意味を詳しく解 

'明している（この論文の密盘に当ゥた3名の者は, 吉ra教授 

,■;が多数の資料を駆使.して，見事に明快に纏め上げておられる 

ことに，等しく感服していることを付記しておく）。

まW教授の提出論文の第2 部f«jの内容は， r第 4 章 

ローの货敝信用思想J, f第 5 章 幣 の 増 加 J , 「第 6 章 

丄地銀行J , 「第 7 享ローの土地銀行J である。

こらの各章について，その内容を紹介すれぱ，甚 

しく-長い辨告となるので，各ぎの核心となる吉田教授 

•の觅解を述ぺることに止めることを許された1/、。それ 

らは前記のr货幣と商業J に示されている貨微信用现 

論力綱!rメな形で熱されている部分と，実践的提案と 

の理論的関係を解明することが中心課遊である。 r貨 

，辦と商業J の最初の6 章は予備的考察というべきもの

で, 貨幣の増加は-^ ® の経済活動を活発にし■民を 

富裕にするものであることを明らかにしている。金銀 

を準備するよりも，土地を準備として紙傲を発行する 

方が，いっそう，価値の変動が少なく確実であり，有 

利であることを立証しようとしたのである（その解釈は 

第 61^と第7章の理論的根拠をなしている）。第 5 章では， 

いかにすれぱ一‘国の貨幣を増加させることができるか 

を檢討レている。そして「その最良の方法は銀行であ 

るJ と結論すろ（そこでイングランド銀行，アムスチルダ 

ム銀行などの话動が，ロ一の意識に |̂}^、IP智を持っているこ 

とが認められろ)。 ロ一は黄幣に•対する需要と供給の均 

御を特に重視している。素朴な形態ではあるが，貨幣 

数量説によってデフレ' - シg ンとインフレーシヨンを 

説明している。 ローは貨幣が充分に存在するならぱ， 

失業者が稱少して国民所得が増加するでろうし資 

易も現在よりもはるかに大きな利益をもたらすで^&>ろ 

うという。’ しかしロ'-は単純に通貨の量が多こと 

だけを望んで、たのヤはない。貨酵に対する需要を充 

ナこすことを求めているのであって，需耍を超えて供給 

されることを欲してはいなかったのである。 この問題 

は，本論文の第2 章に述べられているジョン，ローの 

提案によって設立されて，短期間に大きな業績をあげ 

た中央銀行が，王立銀行に改組されて， ロー力;考えて 

いた個人信用，商業上の信用の原理から離れて，国家 

'の信用一一財政的な作業を目的とするようになった時 

に， ロー の蓮論をはなれ，それがロ一 の計画の，破線一 

一崩壞に導く原因となる過程（ロ一の貨敷数量説的な理 

論に通賀の回-お-速度という耍因が强く現われる過程）がよく 

説明されている。

本論文の第3 部門に当るのは，「第 8 享ローの思想に 

対する批判J である。 ローの貨幣信用思想にっいても， 

またフランスで実際に行なったま業についても， ロー 

は甚だしく異った評価をうけている。ロ ^の業績を高 

く評価したデュトオおよびプランキと， ローの批判者 

としてシャルル . リストの解釈を示して，吉由教授は 

「ジョン，ロ r-は確かに多くの人々によって攻擊され 

ている。： しかしこの急激な変転のうちにおいて， 

ただ 1 ' 0 のfill]値を失わなかったのは土地であった，

この時以来，人々は士地以外に真のぎは存在しないと 

考えさようになった。これこそ，長い間，重商主義の

牲になっていた農村の復活であり，農業への再認識 

となったのである。そしてやがて， プランスにフィジ 

オクラートの思想を誕生させ， 開化させる素地を作ク 

たのであった J という。’

学 位 授 与 報 告

そして吉旧教授はrジg ン • 一の学問上の貢献を 

耍約すれぱ，次の二つの点であゥたということができ 

るであろう。すなわち，第 1 は，近代貨幣理論へ,紙 

幣と信用の概念を最も早く採り入れたということであ 

り，第 2 には古い重商主義からフィジオクラートへ移 

る過程において大きな影響力を有した重要な著述家で 

.もったということであるJ と結んているみ

この吉田教授が提出された論文を密査したわれわれ 

は，吉田教授の綿密な餅5̂ 努力の成果であることを認 

め，ジg ン . ロ'-の研究において最もすぐれている研 

究であ》ることを認めるものでもる。.
依って，経済学博士の学位を授与するに,充分に該 

当するものであると判定したことを報告する。

論 文 密 查 担 当 者 主 查 高 木 寿 一  

副查町田義一郎 

. 副 查 遊 部 久 蔵
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報 告 番 号  

学位の種類 

授与の年月日 

学位論文題名

Z*第 366号 

経済学博士 

昭和44年 3 月1? 日 
「経営社会政策論の成立J

内 容 の 要 旨

経営社会政策論の成立j 論文要旨

石坂 厳

' ( 1 )資本主義的工業化社会の注目すべき経営現象の1 
つは, 従業員に対する附加給社の増大である。この 

日本流に言えぱ， 「福利厚生費J の増大は， 社会保 

険や保障の諸制庇の発展と結びついて、、るものであ 

るが，欧米ではすでに，福利厚生の概念を放棄させ 

ている。すなわちW elfareから, Employee Service. 
あるいは Wohlfahrtspflege から Betrielbliclie Sozial- 
politikの辦m も単なる概念的ま化を越えた，附加 

給付の社会的機能のま化を意味すると者免られねぱ 

ならない。特 ド イ ツ の r経営社会策論 J の形成 

は，自覚的に福利厚生策とは別個の課題をもつもの 

として，経 営 r社会組撤J 策たろうとしている点で, 
注目に•値する。

< 2 )工業化現象の特徴は,機械化大量生大規模経

営組織, 官僚制機構である* それが，貧労働関係と 

結びついて，発生させたものは，職業労働意識の腐 

朽化で，自発的勤労意欲の後退と，経営の集団志気 

の她綴である。

これらの問題の古典的発掘は，1920年代から;:'0年 

代での米，独での座業社会学，経営社会学の研•'先に

- より行われた。この経営社会学研究を基に,労使対 

立を解消し腐朽化した職業意識に新たな息吹きをあ 

たえ，協同労働の実現をはかったのが， r経営社会 

政策J .の與論的，実践的努力である。本研究はこの 

経営社会政策識の成立期における!^理的発展の特質 

の究明にもる

経営社会学者,経営社会政策論者たちに共通した 

見解は，機械化それま体より，それ力填人されるぺ 

き場としての，経営社会の組織イ匕の意義の重視であ 

る。この点は2 つの面から強調された。

1 つは，協同労働の実現により社会不安を解消し 

敗戦国ドイツの国際経済上の地位の弱化を克服し 

国際経済競争にi t え得るための，安定した経済社会 

を形成する面で。他は，生産のg 大技術の発展と共 

に生じた資本の集中の結果でf cる巨ネ経営組織の自 

己維持の必要性から。 , I ,
前者は経営の外からの社会的耍諧として，後者は 

経営の内的目的に即して説かれたが，いずれにせよ， 

経営者が，その組織化の担い手とされた点では同一 

であった。その点では，社会®t策の T白治主義J で 

あり，従来の闺家を担い手としてきた社会政策の伝 

統的理論の立場とは異るものであった。

( 4 ) いずれにせよ, この事は，経営体，経営者が，社 

会的機能の重要な担、、手となってきたことを意味し 

ている。そして経営の外から，経営者に，経営の社 

会的組織化として，経営社会政策が説かれる場合に 

は， r社会倫理的J 特性が附着し巨.大経営組徽の 

維持の面で説かれる時にはr経営政策丄的性格が衷 

面に出て，それは '「社会的経営政策J の理論となり， 

これは労使対立を解消しようとする巨大経営の利害 

状況に紹がついていた。

( 5 ) このようVこ1920年代から30年代の資本主義の一般 

的危機下に，機械化労働と巨大経営組織によりをじ 

た経営の社会問題に対レその解決策として辰卵さ 

れた，経営社会政策論は,社会倫巡的要因が前面に 

出ると， 《■狭義の経営社全政策論J となり， そして 

その規範性を濃くし，之に対し,利害状況面が強く 

前面に出ると, 経営の組織論的方向として，「社会的
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経営政策論J となった。

広義の経営社会政策論が，狭義のそれと，社会的 

経営政策論という2 つの要素により構成されている 

のは, このような資本主義的工業化(D—定段階で， 

理念と利害状況のからみ合いのうちに，それが形成 

され，展開されたからにはかならない。

論文審査の要

1. は じ め に

同君の学位請求論文は，主 論 文 「経営社会政策論の 

成立—̂ 巨大経営組織と機械化労働の問題J ( m m .
43年: 7 月-刊行）と副論文「産業経営の社会学的♦社会政 

策的諸問題J これは既成の5 篇の論文を成したもの 

で，産業社会の人間題という本論文の前提的研究で 

ある。诛刊行）その後， •"三田商学研货J (次号〉に発 

表ずる「経営社会政策論の神学的展開—— 現代の経営 

社全政策論J を 追 加 し 6 篇からなる産業経営におけ 

る人閩辣外への解決をめぐる論文集からなっている。

ドイツ経営学は周知のように，経営経済学 (die Bet- 
I'iebsvyirtschaftslehre)をその代表として，\/、る力';,しかし 

経営体の他の構成側面である経営社会については，ア 

メ リ力経営学 0Bus5ness Administration, Business Organi­
zation and Management)と異なって，一応別個の科学 

として経営社会学(die Betriebs-Soziologie)力';形成され 

ており，また経営内的経'会政策と経営外的社善政策の 

双方からの接近として1930年前後に r経営社会政策 

論J が成立している。

本主論文は，.まず第I 部 「産業経営の社会学的間題 

性の理論的発掘一一^アメリ力的視角とドイツ的視角に 

おいて，1920年代から30年にかけての産業合理化の段 

階で近代的大経営の発服にともなう人間嫌外間題の発 

生に対して，この問題へのアメリ力的問題解決の研究 

(E * メーヨーを代まとするもの）とドイツ的問题解決の 

研究 ( G ，プリーフスの経営社会学）とを比較研究するこ 

とから出発している（1 , 2 駒 。次いで第n 部 「経営社 

会政策論の形成と原開J (1 一？章）i A いわぱ本書の 

本論ともいうぺきものであって， 1 — 6 章は，各章に 

お 、て，1920ifi代後期から30年こ前举にかけての経営社 

会政策論の主要研究6 つ （うち1つはこの方而の各界研究 

の速統講を食む）について約50照り戦前•戦後のドイ 

ツ関係文献を渉))i しその要旨の紹介と評 flUiを試み，

ドルプ，ゲックの5)?究を紹介するとともに，その問题 

点を指摘しその後に引きつがれて解決されねば/《ら 

なかった課題を析出している。

因みにドイツ経営社会政策論は，1920年代の産業合 

理化とI929年以後の世界大恐慌に端を発する不況期に 

おける経営労働問題に対する体制内的解決を志向とし 

て生まれたものでもるだけに，1933年のナチ政権の誕 

生によってナチによる問題解決方向との相違のために， 

i f く問題究明の緒についたぱかりのこの学問は早くも 

弾ffiされることになり，1935年のゲックの箸書r経営 

社会政策の基本問題J を最後に中絶せざるをえなくな 

ゥた。しかし第2 次大戦後，1950年代から再びドイッ 

的発想にもとづく経営社会政策論は復活し戦前の伝 

統的立場を？ iきつぎつつ新しい発展がま4れつつあるの 

力';現状である。

本書は戦後につ、ては僅かに第7 章 r経営社会政策 

i每の性格と現代経営社会政策論の展望J で'戦後の経 

営社会政策論の主稀は，伝統的方向であったことを指 

摘しつつも， r戦後の新たな方向J として経営政策的 

経営社会政策論の代表者ハックス，経営社会学的考察 

を試みているライ.ヒヴァイン（R. Reichwein)'等を論じ 

ている。 しかしいまだ十分な展開とは必ずしもいえな 

い。したがって戦後に関するその後の研究を副論文で 

追加すぺきであって，•これを論じたのが副論文第6 $
»'経営社会政策論の神学的展開—— 現代め経営社会政 

策論」である。

2 . 主論文第 I 部について

前述のように主論文は第I 部と第n 部とに分かれて 

おり，第n 部が中心をなすものであるが, 第 I 部，い 

わぱ工業化社会における人問練外問題についての問題 

提起とその体制内的解決の研究としてアメリ力* ドイ 

ツの1920—30年の古典的班究の解明から着手したもひ 

といってよい。第 1 ぎではアメリカ的問題視角として 

E • メづ3 —を諭じている力*、，ここでは第'2 章のドイ 

ッ r経営社会政策論J の基礎となる意味でG .プリ一 

フスの経営社会学とそれに対する著者の評価について 

のみt巧堪に紹介する。経営社会学の代表的文献として， 

は G. Briefs, Betriebsfiihrung und Betriebsleben in der 
Industie, 1934. G. Briefs, "Beti.iebssoziploぜe", im "Ha- 
ridworterbuch der Soziologie" von k. Yierkandt, 1931， 
とが取り上げられている。プリ一フスによると，近代' レ\| ドい • L—<- — I ，.，，.， ....

戦前の経常社会政策論の系譜を明らかに.している。殊 '的大経営化は，貧労働関係と機械化大最生産'方式を発

に第6章は，これらの諸研究のいわぱ当時における集股せしめるが，その結来として，質労働者は，①所右 

大成者であり, 「科学化J と r体系化J とを企図したァ練外 , （D労働練外，③作業場所の練外，④経営共糖き

—— 76(J58) - ~ ~ • '
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肩の練外を生じ. 多面的な人問棘外.に陥る，その結果 

経営の社会的均衡が解体され，社会不安のるらik とし 

ての経営社会が形成される。また労働者の社会的上昇 

は所有辣外によって閉され，経営外社会との均衡も破 

壊され, 社会苹命への気運も酸成されるとする。

これに对してプリ一フスは， このような経営内外の 

不安の酸成は， *■避け.られるべき拙劣な人間取扱いJ 
にもその原因の1 つ が あ る と し ま た r有機的規律， 

内的構成，有機的従属性等の適切な装置によって存害 

な経営ふんいきを解消しえる可能性があるJ とする。

以上はプリブスの説の単なる要旨にすぎな、が， 

著者の努力は， 第 2 ぎ第 6 節で， r メイヨーとプリー- 
フ スの共通性と提質性J を解明しようとしたことであ 

る。{1)共通性としてはメイヨーもプリーブスも共に塵 

業文明ないし近代大経営で生ずる人間問題をとり上げ， 

人間の内的均衡と社会的均衡の破壊の原因を学問的に 

取り上げた点にもるとする。両者の接近方法には相違 

がもるが，国を異にしながらも時を同じくして危機的 

'問題意識をもった点に共通性があるとしている。（2欣 

に f異質性J で、もるが, プリ一フスは，この危機を, 
資本制的貴労働関係にかかわらしめており，その基藤 

に階級問題があることを認めている。しかる{'こメ 一 S  
一では，単 に ••産業文明一般」に求め，人間関係にお 

ける社会的技術（Social s k il ls )の発達の欠如に求め， 

階級間題を理解し免なかった。著者はこの点に両者の 

オ質的異質性があるとしている。

3 . 第 D部について

第n 部 は •：経営社会政策論の形成と展開J と題し，

ネ論の中心をなすものである。従来わがPIでも戦前の 

f経営社会政策論J については戦前では岩間厳稿「経 

営社会政策論J (昭和9年) , 藤林敬三稿 f経営社会学， 

経営社会政策，労働心理学J (昭和11年)，大河内一男稿 

r社会政策と生産力—̂ 経営社会政策のための序説J 
(昭和17年0 , 広崎真A 郎 稿 「経営社会政策と産業報告 

会」（昭和18年）等の論稿があるが,これらは経営社会 

学についてはG ，プリ一フス，経営社会政策論につい 

てはその代表的文献であるA . ゲックのものを主とし 

て紹介梭討したものでった。また戦後においても占 

部都參稿「経営社会政策論J , 薄利SI隆 搞 「労務管理 

の経営学J , 同 稿 「経営学の課題"一 稿論双j 等が 

るが，これらも滅前のドイツ経営社会学ならびに経営 

社会政策論について系妹的に追ボしたものとはいい難 

.，い。

これに対して本書は経営社会政策論の理論的起点と

して'H . レヒターぺ（H. Lechtape, Die inenschliche Ar­
beit als Objekt der wissenschaftlicheii Sozialpolitik, 1929.) 
から始り，同じく1929年に出たタールハイムの経営者 

の社会的责任論に立った経営社会政策論の成立を論じ， 

また1930年，ペルリン工科大学の， r経営社会学,社 

会的経営理論研究所_1で行なわれた r社会的経営政策 

の諸問題J と題する各界関係者の遮続講腐会の大要を 

紹介しその上に立って同講演に参加したオーストリ， 

アの左翼系労働組合を代表したマルスによろ経営社会 

政策論の理論的 !II己省察と理論的盤備への進展を者 

寒している。 次いで I932年， R . シュヴcnンガーの 

‘.Die betriebliche Sozialpolitik in Riihrkohlenbergban. 
1 9 3 2 .向， シュヴエソi f 一 による1934年 の Die deuts- 
chen Betribskrankenksaaenを紹介検討した上に立り 

て，終りに戦前における経営社会政策論の- -応'の体系 

化と見られるA • ゲックの所説に及んでいる。

今ここではそれぞれの所論を紹介することを省略す 

るが，本書は従来わが国の戦前，戦後を通じズのドイ 

ツ経営社会政策論研究と比較する限ヴでは，最も系統 

的に，また最も多数の文献を渉赚した上で，全体を賈 

く経営社会政策論の性格研究に入ったことは，明らか 

に従来誰もなし得なかったところであって，その研究 

はドイツ経営社会政策論班究をかなり大きく前進せし 

めたものと評価してよいと信ずる。

4 . 結 び  ■
しかし前述のように本書の大部分は戦前の経営社 

会政策論の系統的研究に注がれていて，その限りでは 

十分評価するに足るとはいえ, 前述のように:1950年以 

後のドイツでは再びゲックを先頭に多く-の研究がなさ 

れている。箸者の後の論文によれぱそれに関する論文 

は 250篇を数えているといわれている。 しかるに，本 

書は戦後について極めて僅かしか触れておらず，また 

それを補う副論文おいても--方に日本における経営 

社会政策論研究の系譜を論じた第5 章が加えられてい 

るとはい軟後のゲックの 1953年の文献と1965年の 

マンハイム経済大学での講演とのみをとり上げて論じ 

ていることは，.ゲックが経営社会政策i r o 代表的研究 

者であるとしても,現代における経営社会政策論の研 

究という点では必ずしも十分とはV、いl i い。

とはいえ，戦前のドイツ経営社会政策論研^^におけ 

るすぐれた功績と，日本における同論の研梵系譜を明 

らかにしたこと，およびいまだ日本では戦後のものが 

始んど検討されていない瑰在において，戦後の数文献 

について- '応の研免を行なって,戦前に残された課題
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に戦後めな解決を与えつつることを明らかにしたこ 

とは， ドイツ経営社会政策論の系統的研究をいま一歩 

?1け進せしめたものと露めて差支えないと信'じる， 

以上の理由から，今後，戦後の経営社会政策論に関 

するより進んだ研究をすすめることを期待して，新制 

としての傅士号を授与する1̂：足るものと判定する* 
論 文 審 直 担 当 者 主 査 森 五 郎  

. 副 查 厳 ロ 祐

副 查 関 ロ 操

黒住享君学位授与報告

報 告 # 号 乙 第 367号 

学 位 の 疆 類 経 済 学 i f  土 

授与め年月日昭和 44年 3 月17日 ， 

学 位 論 文 題 名 「定年制 . 退職金，退職年金」

内 容 の 要 旨

「定年制 . 退職金 . 退職年金J 論文襄旨

黒住 享

わが国の民間企業においては，定年制.退職金制度 

がきわめて広範に普及しており，わが国労働関係の特 

質の"-環を形成している。 しかしながら，定年制，退 

載金制度に関しては,散発的な研究がみられるのみで 

あるので，本論文において, これら制度の成立，発展, 
現状，問題点について，総合的な分析を行ない，将来 

の展望を行なうことを企図した。

定年制 ‘ 退職金制度は，わが国資本主義確立期に出 

現している力;，成範な成立をみたのは第1 次大戦後で 

あり，それは永年雇用制度，年功序列型の人事•労働 

関係の成立にともない成立したものであり，さらに相 

対的過剰人口は定年制を成立せしめ，定ギ年齢を低< 
決定することに寄与したのである0 '

第 2 次大戦後, 定ギ制‘退職金制度は中小企業にま 

力広く普及し,社会保障制度も形式的には整傭された 

力*、，退職金制度の年功序列的♦功労報償的1$£格による 

労働者問 . 企業問の大きな格差, 公的年金の低水準， 

高年者の就職の困難などは，定年退職者の生活をきわ 

めて困難なものとし't：いる。そのため，多くめ労働組 

合は定年年船の引上げを要求している力*資本家侧は 

人件費の増大，人事の俘滞などを理fねに,容揚に引上

げには賛成せず，引上げに成功したところはそれほど 

多くなく，代替策として定年到達後の再雇用を制度化 

しナこところがかなりみられる。

しかし，人口構成の老鮮化—— 若年層の減少，中高 

年層の増加は，労働力需給関係を逼迫イ匕せしめ，今後 

はさらにこの傾向は強まることが明白であり,そのた 

め中高ネ層の雇用促進が問題となり, 定却ヴ制もW 検討 

が必要となろう。これは, 定年退職者の生®の困難の 

打開のためにも必要であるが，さらに退職金制度の改

本, 公的年金制度の充実が要求される。
：. . '  ■ . • . ■ 

論文審査の要旨

黑住麽君の学位請求論文 •■定年制，退職金，退職年 

金J 'は, 戦後，とりわけ大企業において職員のみなら 

ず現場労務者をふくめて広くま及した定年制と.それ 

にともなう退職金，退職年金制度について, 理論的， 

腹史的檢討を加えたものである。すなわちその第1部 
は, わ力，、国における定^¥制の現状とその問題成^論ず 

るとともに，それが大企業の年功的貧金制度,および 

永年雇用的身分保障と結合する必然性を,,理論的に解 

明するものであり, 第さ部は，わが国の定年制および 

退職金制度の成，立と発展を，職貴と工員のそれぞれに 

ついて, 明^̂ 3041̂ 代と大正初跳更に昭和 10̂ }レ第 2 
次大戦後の諸時期等にわたり実証的に分析するもので 

ぁる。 •
その内容は，まず問題の群'点をうきぼりにする序論 

に続いて，第 1 部 >■定年制j>については，〔第 1 享 わ  

が国におけ•る定年制の成立と普及:)，〔第 2 $宾 年 制  

の現状:)，〔第 3 章定年制をめぐる動向；)，〔第 4享 

わが国定年制の問題点〕 より構成され，第 2 部 「退載 

金 ，退職年金制度J につ V、ては，〔第 1 享わが国に 

おける退職金制度の成立:5 , 〔第 2 享戦後の退職金， 

退戯年金制度X 〔第 .3 ぎ .退職金制度の現状:1 , 〔第4 
章わが国退職金制度の問題点と改善？)方向〕および， 

〔結び〕の各章より成りなゥている。 ——
まず第1 部の第1 章においそは，現在定年制をも'̂  

金業のうち，その制定が明治時代に適るものはきわめ 

て少数であり，大正10年に入って，工場規則のうも定 

年を規定しているものが約4 分の 1 , 昭和10年前後の 

查では約半数と次第に増加しでゆく力V 退職金制度 

の普及よりk 明かにお ’ くれており，後者を前者の慮 

因とする近藤-ぶニ教授らの見解は誤りであることが， 

まず指摘される。

次いで戦後，とくに昭和35年前後に,例えば従業

78(140)
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1, 000人以上の大企業でこの制度がはとんど100% の 

普及をみた原因としては，これに先だつ咕和20̂ 1̂ 代の 

後半における，年功型賃金と終身雇用制，およ16̂30̂  
代に現われる若年者中心の肩用i# 太の値向があげられ 

る。すなわち， r資本家は， 新しい条件に適応しし 

かも低賞金の若年労働者を中心とした労働力構成をと 

り，労働時間の延長と労働密族の墙大とによる絶対的 

剰余価値を生産しさらに賃金総額を低くおさえるた 

めに，高年齢者を排除しようとじJ , これが|^そのつ 

ど労働組合の抵ゼr；̂ひき起こさないように，会社都合 

による解辱という形をとらな、で,高年労嫩者を解雇 

する方法として, 足年制力:広範に採用されるようにな 

，ったJ .というのが著者の論旨でもる。 ， ’ .
第 2 享て，は，まず定年制の規定が，労働協約と就藥 

規則の双方で規定されているものと，就業規則のみに 

規定されているものと力，、，約半々存在'するが，労働法 

上の学説として，後者の場合には少なくとも労働者の 

側に，これfc対する明確な反対意見の表明されていな 

いことを必要とするという見解があり，筆者はこれに 

賛意を表している。次いで制度の適用範囲，定年年齢 

の定め方，とりわけ男女別，労 ，職別，職種職階別の 

定年年齡，定年退職の時点と解雇予告，定年後の勤務 

延長や再雇用，およびその場合の雇用条件等の動向が 

実証的に分析される。ことに民間業で定年後の勤務 

延長や再雇用が問題とされている時点において，公務 

員の定年制がかえって拡張されようとしていることが 

指摘されている。

第 3 享は，定年制に対する労使の熊度をとりあげ， 

まず労働組合については， 和さ0年頃より定年年齢の 

引上げを要求しているが，労働組合員の意識調查にお 

いては約半数が定年制を必要だと答ネており，ただ定 

年年齢については，おなじく半数が60歳を適当として 

いることが述べられている。この資料としては，紙 パ ‘ 
労速本州製紙労働組合の昭和37年調査に先って，箸 

者が36年に実施した調査の結:3^力t収録されている。

これに対■して資本の側が定年年齢引上げを拒否する- 
のは， 永年雇用制鹿と年功制資金の下で定年年撒を引 

上げ，あるいは定年制を廃止するならぱ，相対的に高 

賞金の労|勤者が增加するとともに，賞金の年酌別格差 

が购大して若年層の不満を誘発するからにはかならな 

V、。し力、し旧和39年, 鍾練やプリチ♦ストンタイヤ等で 

定ギの大幅延長や禅雇用制度が現れてきたのは，30年 

代後半における若ごソ労働者の不足と初任給の上昇等に 

よって，年齡別資金格差の縮小と職務給イ匕の傾が進

められたことと, 資本間競争の激イ匕に対fir、.して従業員-, 
の企業帰属意識をたかめる必要が生じたことによると 

解されてぃる。

第 4 享では，定年制がもっぱら労務管现的植点から. 
のみ運営され，労働者の退職後の生活や，個々の労働 

者の能力に対する配慮が見失われやす、点が批刺され 

てぃる。 しかし真に経営の目的達成に効率的な従業員 

の構成を形成，維待するには，む しろ r個々の努働者 

について検討し労働能力を保有する者の雇用を継続 

し，労傭)能力のいちじるしく衰退した者のみをM雇す 

ることが適切J であろう。との点，著者は「質金の决 

定基準を，学歴 *年齢 . 勤続年数などにおかないで， 

同一*労働 ‘ 同一賃金の原則にもとづいて差別賞金をな： 

くし労働の質—— 載種，熟練など一 "におくことと 

すれぱ，年齢によって貧金が異なり，高^^||^者でぁる， 

というだけで若年者より相対的に貧金が高ぃというこ 

とはなくなり，定年制の必要はまったくなくなるのや 

あるJ と主張している。 .
力、くて第5 享において，著者は19624̂ ^の I L P 第 

回総会における事務局長報告を引用し••基本的には，

労德|者は，労働の意志と能力とを有するかぎり，労働： 

の機会を与えられるべきであり，人間はすべて生存の- 
権利を有するとぃう原則, 労働権と生存権の則の確 : 
認の上に立つべきであるJ と結!^する，これに対して 

わが■の定年制のように，•■労働者の労働能力によゥ. 

てではなく,‘年齢を基準とする解雇が制度としてとら 

れるのは，資本家側が労働者を労働能力の発現—— 労 

働によって評価せずに，人によって評価するという前 

資本主義的な態度をとり，さらに職場における半封建： 

制が残存しそれらが資本家側がとってきた低資金政‘ 
策と結びつき，同一労働同一賞金の原則を歪め, その' 
ため労働能力の発現と貧金とが背離し' ぃるにもかか. 
わらす，資本は，その解雇を賃金水準の弓I上げと同- :̂ 
労働同一賞金の原則の実現とによらなぃで，安易な方- 
法, すなわ'^年齢を基準とした解廣とぃう方法をとろ 

うとしたためであるJ としている。

さて第2 部の第ユ享では, 戦前の退職金制度が，職; 
員については明洽30年代から，勤統にナオする功労報奨 

的性格をもって現れるが, 工員についてはかかる資本- 
家全額;良担の制度と してではなく.， 労i i 移動を網約す ' 
る目的をもゥた労资拠出制の福利共済施設の一環と、し 

て, 大正の初期から第1 次世界大戦後にかけて，次第 

に普及したことが立誠されている。さらに昭和初期の 

恐慌にさいして，労働者の解雇反対や退職手当要求の‘
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